
介護保険「保険者シート」分析ツール　指標リスト

連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

1 高齢化率 9 ①

2 後期高齢化率 10 ①

3 85歳以上高齢化率 11 ①

4 高齢者夫婦のみ世帯割合 12 ①

5 高齢者独居世帯割合 12 ①

6
＜参考１＞75歳以上人口について2025年推計との比

較
7，13

7
＜参考２＞75歳以上人口について2040年推計との比

較
７，14

8 平均寿命　男性 22

9 平均寿命　女性 22

10 平均自立期間（歳）　男性 23 ③

11 平均自立期間（歳）　女性 23 ③

12 主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支援） 43 ①③⑪⑫

13 主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支援） 43 ①③⑪⑫

14 主観的幸福感の高い高齢者割合（要支援・要介護） ⑫

15 主観的健康観の高い高齢者割合（要支援・要介護） ⑫

16 自宅死の割合 24 ①⑬

17 老人ホーム施設死の割合 24 ①⑬

18 要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の割合 32 ④⑬

19
要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者の割

合
32

20 要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の割合 32

21
要介護３以上の者のうちサービスを利用していない

者の割合
32 ④⑬

22 要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の割合 32 ④⑬

23
要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者の割

合
32

24 要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の割合 32

25
要介護１・２の者のうちサービスを利用していない

者の割合
32 ④⑬

26 「過去１年間に、居所を変更した人」の割合 ⑭

27 リスク者の割合（運動機能） 30 ①③⑬

28 リスク者の割合（転倒） 30 ①③⑬

29 リスク者の割合（閉じこもり） 30 ①③⑬

30 リスク者の割合（口腔） 30 ①③⑬

31 リスク者の割合（栄養） 30 ①③⑬

32 リスク者の割合（認知症） 30 ①③⑬

33 リスク者の割合（抑うつ） 30 ①③⑬

34 調整済み要介護認定率 20 ①③⑨⑩

＜基礎データ＞

Ａ１．高齢者のQOL

Ｂ１．居宅等での生活

Ｂ２．介護予防等・社会参加

「市区町村別生命表の概況」（厚生労働省）

直近（R3時点）：平成27年

「人口動態統計」（厚生労働省）

2018年：2018年

直近（R3時点）：2021年

「介護保険事業状況報告（各年３月分）」（厚生労働省）を

もとに算出

2018年：平成31年３月分

直近（R3時点）：令和４年３月分

保険者・市区町村入力/「地域包括ケア「見える化」システ

ム」（厚生労働省）

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

※「自立・要支援」を入力いただいている保険者・市区町村

は「自立・要支援」、「自立」のみ入力いただいている保険

者・市区町村は「自立」のデータが表示。

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：2018年

直近（R3時点）：2020年

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ（2021

年度分のデータ登録がない場合は、2020年度→2019年度と

データがある年まで遡る。以下同じ。）

保険者・市区町村入力/「地域包括ケア「見える化」システ

ム」（厚生労働省）

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

自治体で記入

自治体で記入（「在宅生活改善調査」・「居所変更実態調査」の結果）

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

（総務省）をもとに算出

2018年：平成31年（平成31年1月1日現在）

直近（R3時点）：令和４年（令和4年1月1日現在）

「国勢調査」（総務省）をもとに算出

2018年：平成27年

直近（R3時点）：令和２年

「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

（国立社会保障・人口問題研究所）及び「住民基本台帳に基

づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総務省）をもとに算

出

2018年：平成31年（平成31年1月1日現在）

直近（R3時点）：令和４年（令和4年1月1日現在）



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

35 調整済み軽度認定率 20 ①③⑨⑩

36 調整済み重度認定率 20 ①③⑨⑩

37 被保険者数のうちサービス事業対象者数 19

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」及び「介護保険事業状況報告（各年

３月分）」（いずれも厚生労働省）をもとに算出

2018年：平成30年度、平成31年３月分

直近（R3時点）：令和２年度、令和３年３月分

38
一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変

化率（要介護１・２）
①②⑬

39
一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変

化率（要介護３～５）
①②⑬

40 新規認定を受けた者の平均年齢 ①⑬

41 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者 18

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

42 要支援者等のサービス利用者数

43 要支援者等の在宅サービス利用者数

44 社会参加者の割合（スポーツ関係） 31 ①③⑤

45 社会参加者の割合（趣味関係） 31 ①③⑬

46 社会参加者の割合（ボランティア） 31 ①③⑬

47 社会参加者の割合（収入のある仕事） 31 ①③⑬

48 社会参加者の割合（学習・教養サークル） 31 ①③⑬

49 保険料月額基準額 36

2018年：「第７期計画期間における介護保険の第１号保険料

及びサービス見込み量等について」（厚生労働省老健局介護

保険計画課）

直近（R3時点）：「第８期介護保険事業計画期間における介

護保険の第１号保険料及びサービス見込み量等について」

（厚生労働省老健局介護保険計画課）

①

50 保険料収納必要額（月額） 33

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2020年度・2021年度分の登録データ

51 介護給付費準備基金一人当たり残高 39

2018年：保険者・市区町村入力

直近（R3時点）：「介護保険事業状況報告（令和２年度）

（年報）」（厚生労働省）をもとに算出

52 訪問診療を受けた患者数（算定回数） 24

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：2018年

直近（R3時点）：2019年

①④

53 訪問看護（介護保険）　利用者数 25

「介護保険事業状況報告（各年３月分）」（厚生労働省）

2018年：平成31年３月分

直近（R3時点）：令和４年３月分

※医療保険分を含まないことに留意

④

54 看取り数（算定回数） 24

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：2018年

直近（R3時点）：2019年

①④

55 往診を実施する一般診療所数 24 ①④

56 訪問診療を実施する一般診療所数 24 ①④

57 看取りを実施する一般診療所数 24 ①④⑬

58 退院退所加算の算定回数 ①④⑬

59 入院時情報連携加算の算定回数 ①④

Ｂ３．制度の持続可能性

Ｃ1.在宅医療と介護が一体的に提供されている

「在宅医療にかかる地域別データ集」（厚生労働省）

2018年：平成29年

直近（R3時点）：令和２年

自治体で記入（「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省））

保険者・市区町村入力/「地域包括ケア「見える化」システ

ム」（厚生労働省）

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

※「自立・要支援」を入力いただいている保険者・市区町村

は「自立・要支援」、「自立」のみ入力いただいている保険

者・市区町村は「自立」のデータが表示。

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：2018年

直近（R3時点）：2020年

自治体が記入（保険者機能強化推進交付金の集計結果）

自治体が記入（「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省））

26(4)・32

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」及び「介護保険事業状況報告（各年

３月分）」（いずれも厚生労働省）をもとに算出

2018年：平成30年度、平成31年３月分

直近（R3時点）：令和２年度、令和３年３月分

※「要支援者等のサービス利用者数」は、介護予防ケアマネ

ジメント、介護予防支援、小規模多機能型居宅介護等、居住

系サービス、施設サービスの利用者数の合計。「要支援者等

の在宅サービス利用者数」は、そこから居住系サービス、施

設サービスの利用者数を除いたもの。



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

60 退院支援（退院調整）を受けた患者数（算定回数） ④

61 ＜参考１＞在宅療養支援診療所数 24

「在宅医療にかかる地域別データ集」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和２年

④

62
＜参考２＞（24時間対応）訪問看護ステーション看

護職員数（常勤換算）
24

「在宅医療にかかる地域別データ集」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和2年

④⑬

63
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居住

系サービス）
35 ①

64
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施設

サービス）
35 ①

65 介護保険施設定員数（要支援・要介護者1人あたり） 24

「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）をもとに

算出

2018年：平成30年（平成30年10月1日）

直近（R3時点）：令和３年（令和3年10月1日）

①

66
居住系サービス定員数（要支援・要介護者1人あた

り）
-

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

＜出典＞介護サービス情報公表システム

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和3年

①

67

＜参考１＞サービス付き高齢者向け住宅（特定施設

入居者生活介護等の指定を受けていないもの）　戸

数

-

「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム　全国登録

情報データ」（一般社団法人 高齢者住宅協会）から事務局で

集計

2018年：平成31年3月末

直近（R3時点）：令和4年3月末

68 ＜参考２＞有料老人ホーム　定員数 -

69 ＜参考３＞軽費老人ホーム　定員数 -

70 家族等による高齢者の虐待件数

71 成年後見制度等についての認知度

72 成年後見制度の利用件数　※市町村で把握している場合 ⑬

73 「意思決定支援のガイドライン」に基づく支援

74 災害に関する計画を策定している介護事業所の割合

75
感染症に関する計画を策定している介護事業所の割

合

76
現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護

（特にない）
44(2) ⑭

77
今後も働きながら介護を続けていく（問題なく続け

ていける、何とか続けていける）
44(4) ⑭

78 介護を理由に仕事を辞めた方がいる割合

79 施設等への入所等の検討状況（検討していない） 44

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

⑭

80 施設等への入所等の検討状況（検討していない） 44

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

⑭

81 調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額 35 ①

82
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在宅

サービス）
35 ①

83
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居住

系サービス）
35 ①

84
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施設

サービス）
35 ①

Ｃ４.災害・感染症発生時に備えられている

Ｃ５.介護に取り組む家族の負担が軽減されている

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

Ｃ６.地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供されている

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和2年

Ｃ2.住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和2年

「社会福祉施設等調査」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和３年

Ｃ３.高齢者の権利利益が擁護されている

自治体で記入（「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省））

自治体が記入（「「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」に基づく対応状況等に関する調査」への回答）

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入（「在宅介護実態調査」の結果）



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

85 介護保険施設定員数（要支援・要介護者1人あたり） 24

「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）をもとに

算出

2018年：平成30年（平成30年10月1日）

直近（R3時点）：令和３年（令和3年10月1日）

①

86
居住系サービス定員数（要支援・要介護者1人あた

り）
-

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

＜出典＞介護サービス情報公表システム

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和3年

①

87 定期巡回・随時対応型訪問介護看護（事業所数） - ①⑬

88 （看護）小規模多機能型居宅介護（事業所数） - ①⑬

89 ＜参考１＞訪問介護（事業所数） - ①

90 ＜参考２＞訪問介護　利用者数 25

91 ＜参考３＞訪問看護　利用者数 25

92
＜参考４＞定期巡回・随時対応型訪問介護看護　利

用者数
25

93 ＜参考５＞（地域密着型）通所介護　利用者数 25

94 ＜参考６＞短期入所生活介護　利用者数 25

95
＜参考７＞（看護）小規模多機能型居宅介護　利用

者数
25

96 ＜参考８＞居住系サービス　利用者数 25

97 ＜参考９＞介護保険施設　利用者数 25

98 ＜参考10＞訪問リハビリテーション　利用者数 25

99 ＜参考11＞通所リハビリテーション　利用者数 25

100 事業所における介護職員の採用者数・離職者数 ⑭

101 地域包括支援センターの認知度

102 地域包括支援センターの利用者満足度

103
多職種連携により適切な支援が行われていると回答

するケアマネジャーの割合

追加
地域ケア会議で出された地域課題を施策・事業とし

て検討した件数
②⑧⑬

105 認知症対応型共同生活介護　利用者数 25

「介護保険事業状況報告（各年３月分）」（厚生労働省）

2018年：平成31年３月分

直近（R3時点）：令和４年３月分

106 認知症カフェ数 27(3)5

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

②⑤

107 認知症相談窓口の認知度 ⑤

108
認知症日常生活自立度ⅡA以上のうち、在宅での生活

を継続している者の割合

109
認知症日常生活自立度ⅡA以上となったときの平均年

齢

110
介護予防・生活支援サービス　訪問型サービスB　利

用実人数
26(1) ③

111
介護予防・生活支援サービス　訪問型サービスD　利

用実人数
26(1) ③

112
介護予防・生活支援サービス　通所型サービスB　利

用実人数
26(2) ③

113
利用している「介護保険サービス以外」の支援・

サービスの状況
⑬

114 通いの場箇所数 26(5)

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

2018年：平成30年度

直近（R3時点）：令和２年度

①③

115 地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合 31 ①

「介護サービス情報の公表システムデータのオープンデー

タ」（厚生労働省）から事務局で集計

直近（R3時点）：2021年12月末時点

Ｃ７.相談支援体制が整っている

Ｃ８.多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネットワークが構築されている

Ｃ９.認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

「介護保険事業状況報告（各年３月分）」（厚生労働省）

2018年：平成31年３月分

直近（R3時点）：令和４年３月分

自治体が記入（「介護人材実態調査」の結果）

自治体が記入

Ｃ10.多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から提供されている

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

直近（R3時点）：令和２年度

Ｃ11.住民が社会参加する多様な場がある

保険者・市区町村入力/「地域包括ケア「見える化」システ

ム」（厚生労働省）

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

※「自立・要支援」を入力いただいている保険者・市区町村

は「自立・要支援」、「自立」のみ入力いただいている保険

者・市区町村は「自立」のデータが表示。

自治体が記入

自治体が記入（「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の結果）

自治体が記入

自治体が記入（「在宅介護実態調査」の結果）



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

116
地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある

高齢者の割合
31 ①

117 通いの場週１回以上の参加率 26(5) ①②③⑤⑬

118 通いの場箇所数 26(5) ①③

119 各参加者における心身の状態の改善 ③

120

利用している「介護保険サービス以外」の支援・

サービスについて、「サロンなどの定期的な通いの

場」を回答した者の割合（要支援・要介護）

121 調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額 35 ①

122
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在宅サービ

ス）
35 ①

123
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居住

系サービス）
35 ①

124
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施設

サービス）
35 ①

125 評価結果を計画や事業の内容に反映した件数

126 在宅医療・介護連携推進協議会開催数 27(4)①

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

②④

127 在宅医療・介護連携相談支援事業の相談・支援件数 ②

128 多職種協働等の研修の開催回数・参加者数 ②④⑬

129 地域住民等への講演会等の開催回数・参加者数 ④

130 情報共有ツールの登録者数・利用者数 ②④⑬

131
現計画期間中に整備した事業所（居住系・施設）

数・定員数

132 相談・入居支援の件数 ②⑬

133 家族介護者支援事業（再掲）

134 老人福祉施設等への措置数 ⑦

135 高齢者虐待防止法に基づく対応件数 ⑦

136
中核機関等による相談件数・支援件数（後見人・権

利擁護支援チームへの支援を含む）
⑤

137
住民や関係者への権利擁護についての周知・普及

（研修等）
⑥⑦⑬

138 成年後見制度の首長申立件数 ⑥

139 市民後見人の養成人数 ⑥⑬

140
チーム（権利擁護支援チーム）により支援を行って

いる件数
⑥⑬

141 成年後見制度利用支援事業　利用者数 ⑥⑬

142 日常生活自立支援事業　利用者数 ⑬

143 「意思決定支援のガイドライン」の周知・普及 ⑤⑥

144
地域包括支援センター等での相談・支援件数（権利

擁護）

145 介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

146 福祉避難所の個所数

147 避難行動要支援者名簿と個別計画の作成数

148 介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

149 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備

150 介護教室の開催回数・参加者数 ②

151 介護者交流会の開催回数・参加者数

Ｄ３.権利擁護・虐待防止

Ｄ４.災害・感染症対策に関わる体制整備

自治体が記入

自治体が記入

Ｄ５.家族介護者支援

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入（「「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」に基づく対応状況等に関する調査」への回答）

自治体が記入

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

2018年：平成30年

直近（R3時点）：令和2年

自治体が記入（「在宅介護実態調査」の結果）

Ｄ２.住まいの確保

Ｃ14..PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行われている

自治体が記入

自治体が記入

Ｄ１.在宅医療介護連携推進事業

保険者・市区町村入力/「地域包括ケア「見える化」システ

ム」（厚生労働省）

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

※「自立・要支援」を入力いただいている保険者・市区町村

は「自立・要支援」、「自立」のみ入力いただいている保険

者・市区町村は「自立」のデータが表示。

Ｃ12.介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、住民がそれらに取り組んでいる

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

2018年：平成30年度

直近（R3時点）：令和２年度

Ｃ13.自立を阻害せず、効果的・効率的に介護給付が行われている

自治体が記入



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

152 地域包括支援センター等での相談・支援件数 ②⑧

153
現計画期間中に整備した事業所（サービス別）数・

定員数
⑭

154
現計画期間中に指定した事業所（サービス別）数・

定員数

155
事業所への指導の実施状況（直近１年間で実地指導

した事業所の割合等）
②

156 事業参加事業所数、参加者数 ②

157 対象事業所数

158 地域包括支援センターへの相談件数 ⑧

159 上記相談について支援につなげた件数

160 地域包括支援センターの周知 ⑧

161 職員への研修等の開催回数・参加者数 ⑧

162
ネットワーク構築のための研修・会議等の開催回

数・参加者数
⑧⑬

163 ケアマネジャーからの相談・支援の件数 ⑧

164 地域ケア個別会議（困難事例）年間検討延べ件数 27(1)① ①②⑬

165
地域ケア個別会議（自立支援型ケアマネジメント）

年間検討延べ件数
27(1)② ①②⑬

166
地域ケア個別会議（地域課題の検討）年間会議開催

件数
27(1)③ ①②

167 認知症初期集中支援チーム対応件数 27(3)①

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

⑤⑬

168 認知症サポーター数 27(3)②

「サポーターの養成状況」（全国キャラバン・メイト連絡協

議会）

2018年：平成31年３月末

直近（R3時点）：令和４年３月末

⑤⑬

169 認知症の人本人や家族からの相談・支援件数 ⑬

170 病院・介護事業所等の職員向け研修・支援件数 ⑤

171 ステップアップ講座の開催回数・参加者数 ②

172 チームオレンジの支援 ②⑤⑬

173
「意思決定支援ガイドライン」の研修回数・参加者

数
⑤

174 ＜参考＞認知症サポート医数 27(3)④

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

175 生活支援の担い手研修　開催回数・参加者 ③

176 多様な生活支援サービス等の情報提供 ⑧

177 就労的活動でマッチングした者数 ⑬

178 訪問型　従前相当　利用実人数 26(1) ③

179 訪問型サービスA　利用実人数 26(1) ③

180 訪問型サービスB　提供団体数 - ③

181 訪問型サービスC　利用実人数 26(1) ②③⑬

182 訪問型サービスD　提供団体数 - ③

183 通所型　従前相当　利用実人数 26(2) ③

184 通所型サービスA　利用実人数 26(2) ③

185 通所型サービスB　提供団体数 - ③

186 通所型サービスC　利用実人数 26(2) ②③⑬

187 その他生活支援サービス（見守り）　利用実人数 26(3) ③

188 その他生活支援サービス（配食）　利用実人数 26(3) ③

189 その他生活支援サービス（その他）　利用実人数 26(3) ③

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

Ｄ７.介護人材の確保

Ｄ８.業務の効率化と質の向上

自治体が記入

自治体が記入

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

Ｄ６.地域密着型サービス事業所の整備・指定等

Ｄ15.一般介護予防事業

Ｄ９.総合相談支援

Ｄ10.包括的継続的ケアマネジメント支援

Ｄ11.地域ケア会議

Ｄ12.認知症総合支援事業

自治体が記入

自治体が記入

Ｄ13.生活支援体制整備事業

Ｄ14.介護予防・生活支援サービス事業　

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

直近（R3時点）：令和２年度



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

190
介護予防に資する取組への参加やボランティア等へ

のポイント付与（参加した実人数）
26(6)

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

直近（R3時点）：令和２年度

②

191
地域リハビリテーション活動支援事業　専門職派遣

件数
26(5)

「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施

状況に関する調査結果」（厚生労働省）

2018年：平成30年度

直近（R3時点）：令和２年度

②③

192 介護予防教室の開催回数・参加者数 ⑬

193 住民主体の通いの場等への支援回数 ②

194 通いの場等への支援回数 ②③⑬

195 その他事業の実績 ②③⑬

196
各事業の実施状況（ケアプラン点検、給付費通知

等）
②

197 介護保険事業計画への目標・指標の有無

198 実績評価の実施の有無

199 計画の検討・評価を行う会議の開催回数

200 在宅医療・介護連携推進事業費（決算額） 41

201 在宅医療・介護連携相談支援事業の運営主体 27(4)②

202 在宅医療・介護連携相談支援事業の従事者数

203
事業費（事業所（居住系・施設）整備に係る補助

金）（決算額）

204
高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（決算

額）
②

205 家族介護者支援事業費（後掲）

206 成年後見制度等の活用促進に関する事業（決算額）

207 中核機関の設置等 ⑤

208 成年後見制度利用支援事業（決算額）

209 日常生活自立支援事業（決算額）

210 地域包括支援センター運営（後掲）

211 災害対策に関する事業費（決算額）

212 感染症対策に関する事業費（決算額）

213 家族介護支援事業（決算額）

214 地域包括支援センター運営（後掲）

215 事業費（事業所整備に係る補助金）（決算額）

216 事業費（決算額）

217 事業費（事業所への補助金等）（決算額）

218 地域包括支援センター運営事業費（決算額） 41

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

219 地域包括支援センター箇所数 ー ①

220 地域包括支援センター職員数 29 ①⑧

221 地域ケア会議推進事業費（決算額） 41

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

Ｄ18.PDCAサイクル

Ｅ１.在宅医療介護連携推進事業

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

Ｅ３.権利擁護・虐待防止

Ｅ10.地域ケア会議

Ｅ11.認知症総合支援事業

Ｅ４.災害・感染症対策に関わる体制整備

「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）

直近（R3時点）：令和３年

Ｅ２.住まいの確保

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

Ｄ16.保健事業と介護予防の一体的実施

Ｄ17.介護給付費適正化事業

Ｅ５.家族介護者支援

Ｅ６.地域密着型サービス事業所の整備・指定等

Ｅ７.介護人材の確保

Ｅ８.業務の効率化と質の向上

Ｅ９.地域包括支援センター運営

自治体が記入

自治体が記入

（後掲）

（後掲）



連番 項目名
保険者

シート№
データの出典

参照文書

（類似した項目を含む）

222 認知症総合支援事業費（決算額） 41

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

223 認知症初期集中支援チーム数・チーム員数

224 認知症地域支援推進員数 27(3)③

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

225 チームオレンジコーディネーター数

226 生活支援体制整備事業費（決算額） 41

227 生活支援コーディネーター数（第１層）（専任） 27(2) ①②⑬

228 生活支援コーディネーター数（第１層）（兼務） 27(2) ①⑬

229 生活支援コーディネーター数（第２層）（専任） 27(2) ①②⑬

230 生活支援コーディネーター数（第２層）（兼務） 27(2) ①⑬

231 就労的活動コーディネーター数

232 介護予防・生活支援サービス事業費（決算額） 41

「介護保険事業状況報告（年報）」（厚生労働省）

2018年：2018年度

直近（R3時点）：2020年度

⑦

233
介護予防・生活支援サービス事業　訪問型サービス

（決算額）
26(1) ⑦

234
介護予防・生活支援サービス事業　通所型サービス

（決算額）
26(2) ⑦

235
介護予防・生活支援サービス事業　その他生活支援

サービス（決算額）
26(3) ⑦

236
介護予防・生活支援サービス事業　介護予防ケアマ

ネジメント（決算額）
26(4) ⑦

237 一般介護予防事業費（決算額） 41

「介護保険事業状況報告（年報）」（厚生労働省）

2018年：2018年度

直近（R3時点）：2020年度

⑦

238 保健事業と介護予防の一体的実施事業費（決算額）

239 医療専門職の配置

240 介護給付費適正化事業費（決算額）

241 会議開催に係る費用

Ｅ16.介護給付費適正化事業

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

自治体が記入

Ｅ17.PDCAサイクル

Ｅ12.生活支援体制整備事業

保険者・市区町村入力

2018年：2018年度分の登録データ

直近（R3時点）：2019年度～2021年度分の登録データ

Ｅ13.介護予防・生活支援サービス事業

Ｅ14.一般介護予防事業

Ｅ15.保健事業と介護予防の一体的実施

自治体が記入
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